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重要事項説明書 

１．事業者 

法人名 社会福祉法人 花筏会 

法人所在地 福岡県福岡市博多区古門戸町４丁目２３番地 

電話番号 ０９２－２６２―５７００ 

代表者氏名 理事長   阿部 享 

設立年月 平成２年１２月２０日 

２．事業所の概要 

事業所の種類 指定居宅介護支援事業所   

（    

      事業の目的 

支援 要 要支援・要介護者からの相談に応じ、居宅サービスを適

切 切に利用できるよう、介護保険施設等と連絡調整、その

他 他の便宜の提供を行うことを目的とする 

 

 

事業所の名称 

居宅介護支援事業所  

博多さくら園居宅サービスセンター 

 

平成１２年３月１日指定 福岡市 4070900503 号 

 

 

事業所の所在地 
 

福岡県福岡市博多区古門戸町４丁目２３番地 

 

 

電話番号 

 

 

０９２－２６２－５７００ 

 

管理者 氏名 

 

 

彌永 明美 

当事業所の 

運営方針 

    

要支援・要介護者が居宅においてその有する能力に応じて

可能な限り自立し生活を営む事ができるように支援する 

開設年月 平成１２年４月１日 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域 福岡市内 

（２）営業日及び営業時間      

営業日 月曜日～金曜日（祝祭日を除く） 

受付時間 月～金（祝祭日を除く）    ９時～１８時 

サービス提供時間帯 月～金（祝祭日を除く）    ９時～１８時 
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４．職員の体制  

当事業所では、ご契約者に対して指定居宅介護支援サービスを提供する職員と

して、以下の職種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

 

職種 

 

常勤 

 

非常勤 

事業所長（管理者） １名(兼務)  

主任介護支援専門員 1 名  

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

当事業所では、居宅介護支援として次のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、通常の場合、利用料金は介護保険から

給付されますので、ご契約者の利用料負担はありません。 

 

 

＜サービスの内容＞ 

 ①居宅サービス計画の作成 

 

ご契約者のご家庭を訪問して、ご契約者の心身の状況、置かれている環境

等を把握したうえで、居宅介護サービス及びその他の必要な保健医療サービ

ス、福祉サービス（以下「指定居宅サービス等」という。）が、総合的かつ効

率的に提供されるように配慮して、居宅サービス計画を作成します。 

 

居宅サービス計画作成にあたり、医療サービスの利用が発生する場合、そ

の他必要な場合には主治医へ連絡をとり意見を求めます。 

 

＜居宅サービス計画の作成の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 ②居宅サービス計画の作成の開始にあたって、当該地域における指定居宅

サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に契

約者又はその家族等に対して提供して、契約者にサービスの選択を求め

ます。  

①事業者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担

当させます。  
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 ②居宅サービス計画作成後の便宜の供与 

 

・ご契約者及びその家族等、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に

行い、居宅サービス計画の実施状況を把握します。 

 

・居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サー

ビス事業者等との連絡調整を行います。 

 

・ご契約者の意思を踏まえて、要介護認定の更新申請等に必要な援助を行い

ます。 

 

③居宅サービス計画の変更 

 

 ご契約者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、または事業者が居宅サ

ービス計画の変更が必要と判断した場合は、事業者とご契約者双方の合意に

基づき、居宅サービス計画を変更します。 

 

④介護保険施設への紹介 

 

 ご契約者が居宅において日常生活を営むことが困難となったと認められる

場合又は介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設

への紹介その他の便宜の提供を行います。 

 

⑤サービス提供の記録など 

 

1. 事業者は、指定居宅介護支援の提供に関する記録をつけ、５年間保管し

③介護支援専門員は、契約者及びその家族の置かれた状況等を考慮して、

契約者に提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供

する上での留意点等を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成しま

す。  

④介護支援専門員は、前項で作成した居宅サービス計画の原案に盛り込んだ指定

居宅サービス等について、保険給付の対象となるか否かを区分した上で、その

種類、内容、利用料等について契約者及びその家族等に対して説明し、契約者

の同意を得た上で決定するものとします。 
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ます。 

2. 利用者は、自己に関する第 1 項の記録の閲覧、または実費を支払い複写

物の交付を受けることが出来ます。 

 

  ＜サービス利用料金＞  

  

（1）居宅介護支援に関するサービス利用料金について、事業者が法律の規定

に基づいて、介護保険からサービス利用料金に相当する給付を受領する場合（法

定代理受領）は、ご契約者の自己負担はありません。 

但し、ご契約者の介護保険料の滞納等により、事業者が介護保険からサービス

利用料金に相当する給付を受領することができない場合は、下記のサービス利

用料金の全額をいったんお支払い下さい。 

 

要介護 1・2 11620円／月 

要介護 3・4・5  15097円／月 

 

（加算について） 

 ※別紙参照ください。 

 ※ターミナルマネジメント加算、特定事業所加算等について当事業所では体制が整

ておりませんので算定は行いません。算定用件を満たした時は改めて

ご連絡をさせて頂きます。 

※介護報酬１単位当たりに 10.70 円を掛けた金額になります。 

 

（２）交通費 

通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用

される場合は、サービスの提供に際し、要した交通費の実費をいただきます。 

 

３）利用料金のお支払い方法 

前記（１）の料金・費用は、１か月ごとに計算し、ご請求しますので、翌月

２０日までに以下のいずれかの方法でお支払い下さい。 

 

ア．現金持参 

イ・振込み 

  福岡銀行 奈良屋町支店 普通預金 １１０５４８９ 

  特別養護老人ホーム 博多さくら園 

  施設長 矢ヶ部 二郎 

 前記（２）の交通費は、サービス利用終了時に、その都度お支払い下さい。 
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６．サービスの利用に関する留意事項 

（１）サービス提供を行う介護支援専門員 

サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決定します。 

 

（２）介護支援専門員の交替 

 ①事業者からの介護支援専門員の交替 

事業者の都合により、介護支援専門員を交替することがあります。 

介護支援専門員を交替する場合は、ご契約者に対してサービス利用上の不利

益が生じないよう十分に配慮するものとします。 

 

 ②ご契約者からの交替の申し出 

選任された介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専門

員が業務上不適当と認められる事情その他交替を希望する理由を明らかにし

て、事業者に対して介護支援専門員の交替を申し出ることができます。ただ

し、ご契約者から特定の介護支援専門員の指名はできません。 

 

（３）ご契約者自身によるサービスの選択と同意 

①ご契約者自身がサービスを選択することを基本に支援しサービスの内容、

利用料等の情報を適正にご契約者または家族に対して提供するものとします。 

・指定居宅介護支援の提供の開始に際し、予めご契約者に対して、複数の

指定居宅サービス事業者等を紹介するように求める事が出来ること、ご契約

者は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業所等の選定理由の

説明を求めることができます。 

・特定の事業者に不当に偏した情報を提供するようなことや、ご契約者の

選択を求めることなく同一の事業主体のみによる居宅サービス計画原案を提

示することはいたしません。 

・居宅サービス計画等の原案に位置付けた指定居宅サービス等について、

指定居宅サービス等の担当者からなる、サービス担当者会議の招集ややむを

えない場合には照会等により、当該居宅サービス計画等の原案の内容につい

て、専門的な見地からの意見を求め、ご契約者及び当該サービス担当者との

合意を図ります。 

 

②日常生活上の障害が１ヶ月以内に出現すると主治の医師等が判断した場

合、利用者又はその家族の同意を得た上で、主治の医師等の助言を得ながら、

通常よりも頻回に居宅訪問（モニタリング）をさせていただき、利用者の状

態やサービス変更の必要性等の把握、利用者への支援を実施します。その際
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に把握した利用者の心身の状態を記録し、主治の医師やケアプランに位置付

けた居宅サービス事業者へ提供することで、その時々の状態に即したサービ

ス内容の調整等を行います。 

 

（４）主治の医師および医療機関等との連絡 

 事業者はご契約者の主治の医師および関係医療機関との間において、ご

契約者の疾患に関する情報について必要に応じ連絡をとらせていただきま

す。そのことでご契約者の疾患に対する対応を円滑に行うことを目的とし  

ます。この目的を果たすために、以下の対応をお願いいたします。 

 

① ご契約者の不測の入院時に備え、担当の居宅介護支援事業者が医療機

関に伝わるよう、入院時に持参する医療保険証またはお薬手帳等に、

当事業所名および担当の介護支援専門員がわかるよう、名刺を張り付

ける等の対応をお願いいたします。 

② また、入院時には、ご本人またはご家族から、当事業所名および担当 

介護支援専門員の名称を伝えていただきますようお願いいたします。 

 

（５）他機関との各種会議等 

①ご契約者等が参加せず、医療・介護の関係者のみで実施するものについ 

て、「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱のためのガイ 

ダンス」及び「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等 

を参考にして、必要時にテレビ電話等を活用しての実施を行います。 

 

②ご契約者等が参加して実施するものについて、上記に加えて、ご契約者 

等の同意を得た上で、必要時にテレビ電話等を活用して実施します。 

 

７．苦情の受付について（契約書第 17 条参照） 

（１）苦情の受付 

当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

○苦情処理責任者  博多さくら園施設長 矢ヶ部 二郎 

 ○苦情受付窓口  （担当者） 

             彌永
いよなが

 明美
あ け み

   ＴＥＬ（092）262-5700 

    ○受付時間   毎週月曜日～日曜日 

９：００～１８：００ 
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（２）行政機関その他苦情受付機関 

 

福岡市・区役所 

介護保険担当課 

 

 （博多区役所） 

電話番号 ０９２―４１９―１０７８ 

 

 

国民健康保険団体連合会 

 

電話番号 ０９２―６４２―７８１３ 

 

 

福岡県社会福祉協議会 

 

電話番号 ０９２―５８４―１２２３ 

 

 

８．緊急時の対応 

 

 指定居宅介護支援事業の提供時にご契約者の身体状況が急変した場合、その

他必要な場合には、速やかに主治医、家族等に連絡し、必要な措置を講じます。 

 

９．事故発生時の対応 

 

 指定居宅介護支援事業者は、ご契約者に対する指定居宅介護支援の提供によ

り事故が発生した場合には、速やかに市町村、家族等に連絡を行うとともに、

必要な措置を講じます。 

 

10．守秘義務に関する対策 

 

事業者及び従業者は業務上知り得たご契約者又は、その家族の秘密を保守し

ます。 また、退職後においてもこれらの秘密を保守するべき旨を従業者との

雇用契約の内容としています。 

 

 

11．感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

 事業所は、感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措

置を講じるよう努めます。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委

員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする）をお

おむね 6 月に 1 回以上開催します。その結果を、介護支援専門員に周知
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徹底します。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

③ 介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び

訓練を定期的に実施します。 

 

12．虐待の防止 

 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置

を講じるよう努めます。 

① 事業所における虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

等を活用して行う事ができるものとします）を定期的に開催するととも

に、その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図ります。 

 ②事業所における虐待防止のための指針を整備します。 

 ③介護支援専門員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

④ 虐待防止の措置を講じるための担当者を置きます。 

 

※.同一事業者によって提供されたものの割合について 

当事業所のケアプランの訪問介護・通所介護・地域密着型通所介護・福祉用具貸与の 

利用状況は別紙のとおりです。 
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加算について                             （資料） 

 

 

 
加      算 加算単位数 内 容・回 数 等 

要 

介 

護 

度 

に 

よ 

る 

区 

分 
な 
し 

初回加算 ３００単位 

新規に居宅サービス計画を作成する場合、要支

援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス

計画を作成する場合。要介護状態区分が２区分

以上変更された場合に居宅サービス計画を作成

する場合         

入院時情報連携加算Ⅰ 

 

 

入院時情報連携加算Ⅱ 

２５０単位 

 

 

２００単位 

利用者が病院又は診療所に入院した日のうち

に、当該病院又は診療所の職員に対して当該利

用者に係る必要な情報を提供していること。

（Ⅰ） 

利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又

は翌々日に、当該病院又は診療所の職員に対し

て当該利用者に係る必要な情報を提供している

こと。（Ⅱ） 

※（Ⅰ）（Ⅱ）同時算定不可 

※ 入院日以前の情報提供を含む。 

※ 営業時間終了後又は営業日以外の日に入院

した場合は、入院日の翌日を含む。 

退院・退所加算 

（ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加

なしの場合） 

連携 1 回 

450 単位 

連携 2 回 

600 単位 

（ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加

有の場合） 

連携 1 回 

600 単位 

連携 2 回 

750 単位 

連携 3 回 

900 単位 

医療機関や介護保険施設等を退院・退所し居宅

サービス等を利用する場合、退院・退所にあた

り医療機関等の職員と面談を行い、利用者に関

する必要な情報を得た上でケアプランを作成し

居宅サービス等の利用に関する調整を行った場

合に算定。ただし「連携 3 回」算定できるのは 1

回以上について、入院中の担当医などとの会議

（退院時ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ等）に参加し、退院・退所後の

在宅での療養上必要な説明を行って上でケアプ

ランを作成し居宅ｻｰﾋﾞｽ等の利用に関する調整

を行った場合。 

※入院又は入所期間中につき 1 回を限度。初回

加算との同時算定不可 

通院時情報連携加算 ５０単位 

利用者が病院又は診療所において医師又は歯科

医師の診察を受けるときに介護支援専門員が同

席し、医師又は歯 科医師等に対して当該利用者

の心身の状況や生活環境等の当該利用者に係る

必要な情報の提供を行うとともに、医 師又は歯

科医師等から当該利用者に関する必要な情報の

提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録し

た場合は、 利用者１人につき１月に１回を限度

として所定単位数を加算する。 
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サービス利用なしでの居

宅介護支援費の請求 

居宅介護支援

の基本報酬の

算定 

モニタリング等の必要なマネジメント業務を行

い、給付管理の（原案の）作成など請求にあた

って必要な書類の整備を行っていること。居宅

介護支援費の算定した旨を適切に説明できるよ

う個々のケアプラン等において記録で残しつつ

居宅介護せ員事業所においてそれらの書類など

を管理しておくこと 

緊急時等居宅 

カンファレンス加算 

 

２００単位 

 

病院等の求めにより、病院等の職員と居宅を訪

問しカンファレンスを行いサービス等の利用調

整した場合 

 

 

 

ﾀｰﾐﾅﾙｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算 

 

 

 

 

 

４００単位 

 

 

在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療

やケアの方針に関する当該利用者又はその家族

の意向を把握した上で、その死亡日及び死亡日

前 14 日以内に２日以上、当該利用者又はその家

族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問し、

当該利用者の心身の状況等を記録し、主治の医

師及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サー

ビス事業者に提供した場合 

 

特定事業所加算 Ⅰ 

 

特定事業所加算 Ⅱ 

 

特定事業所加算 Ⅲ 

 

特定事業所加算 Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定事業所医療介護連携

加算 

 

 

５１９単位 

 

４２１単位 

 

３２３単位 

 

１１４単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２５単位 

 

 

ア 多様化・複雑化する課題に対応するための取

組を促進する観点から、「ヤングケアラー、障害

者、生活困窮者、難病患者等、他制度に関する

知識等に関する事例検討会、研修等に参加して

いること」を要件とするとともに、評価の充実

を行う。 

イ （主任）介護支援専門員の専任要件について、

居宅介護支援事業者が介護予防支援の提供や地

域包括支援センターの委託を受けて総合相談支

援事業を行う場合は、これらの事業との兼務が

可能である旨を明確化する。 

ウ 事業所における毎月の確認作業等の手間を

軽減する観点から、運営基準減算に係る要件を

削除する。 

エ 介護支援専門員が取り扱う１人当たりの利

用者数について、居宅介護支援費の見直しを踏

まえた対応を行う。 

※Ⅰ～Ⅲ・A それぞれ詳細な要件あり 

 

前々年度の３月から前年度の２月までの間にお

いてターミ ナルケアマネジメント加算を 15 回

以上算定していること。 ※ 令和７年３月 31 日

までの間は、なお従前の例によるものとし、同

年 ４月１日から令和８年３月 31 日までの間

は、令和６年３月におけるター ミナルケアマネ

ジメント加算の算定回数に３を乗じた数に令和

６年４月 から令和７年２月までの間における

ターミナルケアマネジメント加算の 算定回数

を加えた数が 15 以上であることとする 



 12 

 


